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○ 受入れ見込数は、大きな経済情勢の変化が生じない限り１号特定技能外国人の受入れの上限として運用
（分野ごとに設定。総数は345,150人。）。

○ 特定技能で在留する外国人数（令和４年４月末時点速報値）は73,512人。
○ 特定技能制度は運用開始から約３年４か月が経過したところ、コロナ禍という特異な状況が大きな経済
情勢の変化を生じさせ、全特定産業分野に影響を与えているものと考えられる。

 水際措置の実施、コロナ禍が雇用情勢に及ぼす影響等を受け、全体的に想定よりも受入れが停滞。
 他方、飲食料品製造業分野及び素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野（製造業分野）に
ついては、コロナ禍の影響を受けて業界の需要が拡大し、特定技能外国人の受入れが大幅に増加。

コロナ禍 影響   大  経済情勢 変化 踏   受入 見込数(上限) 見直 コロナ禍 影響   大  経済情勢 変化 踏   受入 見込数(上限) 見直 

特定産業分野の現状

全分野  受入 見込数(上限) 見直 
（人）

介護 ビルクリ
ーニング 製造 建設 造船・

舶用工業
自動車
整備 航空 宿泊 農業 漁業 飲食料品

製造業 外食業 全体

令和4年4月末在留者数（実績） 8,484 946 15,034 7,149 2,258 1,050 70 140 9,692 891 25,138 2,660 73,512

現行の受入れ見込数【Ａ】 60,000 37,000 31,450 40,000 13,000 7,000 2,200 22,000 36,500 9,000 34,000 53,000 345,150

見直し後の受入れ見込数【Ｂ】 50,900 20,000 49,750 34,000 11,000 6,500 1,300 11,200 36,500 6,300 87,200 30,500 345,150

５



【概要】特定技能制度の改善【概要】特定技能制度の改善

（製造業・建設分野）
１９業務区分に細分化され、業務範囲が限定的

 業務区分を３区分に統合 ※建設分野においては全ての建設業職種を新区分に追加

（宿泊・漁業・飲食料品製造業分野）
特定技能の創設当時、技能実習２号の対象ではなかった職種・作業について、特定技能に試験免除で移行で

きるよう規定を整備

（自動車整備分野）
道路運送車両法改正により「分解整備」の範囲を拡大（自動ブレーキ用センサー等が取り付けられているバ

ンパーやフロントガラスの脱着作業等を追加）し、名称を「特定整備」に変更したことに伴う業務範囲の変更

（農業分野）
特定技能所属機関に対して特に課す条件として、事業者に対して労働者を一定期間（６か月）以上雇用した

経験を求めている（直接雇用形態の場合）
 経営を継承する場合や事業を法人化する場合などにおいても、継続して特定技能外国人を受け入れることが
できるよう、新たに「これに準ずる経験」を規定に追加

（全分野）
日本語試験は現在「国際交流基金日本語基礎テスト」と「日本語能力試験（Ｎ４以上）」の２種類のみ

 「日本語教育の参照枠」により、各日本語試験団体が実施する日本語試験について共通の指標による評価が
可能となったことを踏まえ、必要に応じて、柔軟に日本語試験を追加できるよう規定を整備

①業務区分の統合

②技能実習２号修了者  特定技能  移行 円滑化

③法改正    分解整備    特定整備   変更 伴 業務範囲 変更

④特定技能所属機関に対して特に課す条件の緩和

⑤日本語試験の追加に係る規定の整備
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